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1．ますます高まるワイヤレス電力伝送技術への期待
　本ITUジャーナル2020年2月号の「特集　ワイヤレス電力
伝送（WPT）の高度化」［1］で紹介したように、ワイヤレス
電力伝送（WPT：Wireless Power Transmission/Transfer）
システムは今後も利用範囲が広がり、利便性向上や環境負
荷低減など様々な観点で未来社会に貢献すると考えられ
る。また、直近では、コロナ禍から脱却の対策、脱炭素化
が政策上の最優先課題となっているが、これらの課題解決
にもWPTは有効かつ効果的に貢献できると考えられる。こ
こで、改めて、我が国の目指すSociety 5.0社会［2］における
要求に対して、WPTにより実現できることを図1にまとめる。

　ここで、脱炭素化という観点では、WPTによる電気自
動車の普及への貢献が挙げられる。電気自動車はほぼ毎
日充電する必要があるが、それを重たいケーブルとコネク
タを接続して充電を行うのと、ワイヤレスで充電を行うのを
比べると、利便性の点でWPTに軍配が上がるのは言うま
でもない。日本の二酸化炭素排出量の合計は約12億トン

（2019年度環境省資料より）であり、そのうち約20%は自
動車など運輸部門であり、自動車の電動化により大きな脱
炭素効果が期待できる。さらに、電気自動車への走行中
給電が実現すれば、電池容量を大幅に削減することが可
能になり、それに伴い電気自動車の軽量化・低コスト化に
つながる。結果的に、交通社会におけるエネルギー負荷の
低減化による脱炭素化が期待できる。この他にも、電気自
動車へのWPT利用により、再エネなど地域的にアンバラン
スのある電力の有効活用、系統電力安定化への貢献も期

待できる。
　また、IoTセンサへのWPT利用に関しては、エネルギー
消費に関連付けられる温湿度、空調、CO2、照度などを検
知する各種センサの緻密かつ柔軟な配置が可能になるた
め、詳細なデータを収集でき、これを基に高度なエネルギー
マネージメントが行え、省エネ化、脱炭素化の点での効果
が期待できる。さらに、医療・介護現場で利用される高齢
者向けの介護施設などでの健康の見守りセンサや集中治
療室や隔離病棟の中で利用するセンサ（患者さんに装着す
る心拍、血圧、呼吸、体温などのバイタルセンサなど）へ
WPTを利用することにより、生体情報を安全かつ効率良
く監視できる、電池交換や充電・メンテナンス等の手間が
省ける、センサ機器の完全防水が可能になることによりア
ルコール等による消毒が容易になるなどの利点がある。こ
れらは、現在のコロナ禍対策として有効であることは言う
までもない。
　以上のように、WPTの利用分野やその効果は幾つもあ
り、WPT分野における研究者・技術者はWPTにより社会
に貢献すべく多大な努力をしている。同時に、WPTの実
用化に必要な国内外の制度化も同時に進めている。本稿
では、先ずは、国内外の制度化に向けた活動の最新情報
について紹介する。さらに、研究開発の動向として、内閣
府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期に
おける、WPTシステムの早期の社会実装に向けた検討状
況について紹介する。

2．WPTの国内外制度化に関する最新動向
　図2により現在実用化が進められているWPT方式による
制度上の取扱い状況を説明する。電磁界を利用するWPT
方式として、①電磁誘導型WPT、②磁界共振型WPT、③
電界結合（共振）型WPT、④マイクロ波空間伝送型WPT
の技術方式があり、利用周波数、電力伝送電力、電力伝
送効率、電力伝送距離などに特徴があり、各々の性能に
より使い分けがされている。①電磁誘導型WPTと②磁界
共振型WPTは、どちらも送受電のコイルによって交流磁
界を結合させることにより電力伝送を行う方式である。①
電磁誘導型WPTでは、伝送距離が短く、送受電コイルの
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■図1．Society 5.0社会におけるWPTの利用価値
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位置を合わせる必要があるが、②磁界共振型WPTでは、
電気回路的に共振回路になるように形成することにより、
電磁誘導型WPTに比較して電力伝送距離を大きくできる。
この方式は磁界（磁場、磁気）共鳴型などと呼ばれること
もある。③電界結合型WPTは、送電電極と受電電極によ
りコンデンサ（キャパシタ）を構成することにより、回路的
に接続されることが基本的な動作原理である。電極間に
電界が発生し、それが結合することにより電力伝送が行え
ることから、電界結合型WPTと呼ばれる。磁界共振型の
ように、共振回路となるように形成する方式については電
界結合共振型WPTと呼ばれる。以上の①電磁誘導型
WPT、②磁界共振型WPT、③電界結合（共振）型WPT
については、電力伝送距離が通常は数10cm以内と短く、
近接結合型WPTと総称される。一方、マイクロ波空間伝
送型WPTは、アンテナにより意図的に電波を放射させ、ア
ンテナにより受電することで、遠くまで電力を伝送する方
式になる。この方式は、伝送距離が大きくできる利点があ
る一方で、電力伝送効率はかなり低くなってしまう。
　図2に示すように、近接結合型WPTとマイクロ波空間伝
送型WPTでは国内外とも制度上の取扱いが異なり、次節
以降で具体的に説明する。

2.1　国内制度化の状況

　近接結合型WPTについては、意図的に電磁波を放射す
るものでないことから、電波法上では「高周波利用設備」
の扱いになっている。一方、マイクロ波空間伝送型WPTに
関しては、現段階で明確な電波法上のカテゴリーはまだな
い（ただし実験局としてのみ申請・利用は可能）が、2019年
2月に総務省での制度化の検討が開始され［3］、2020年7月に
は利用条件等についての一部答申が出され［4］、2021年10月
ごろには「無線設備」の扱いで省令化される見込みである。
これらの制度化議論には、ブロードバンドワイヤレスフォー

ラム（BWF）［5］が利用推進の代表業界団体として議論に参
加している。以下に、高周波利用整備扱い、無線設備扱
いの各々のWPT機器に関する国内制度化の最新状況につ
いて説明する。

（1）高周波利用設備としてのWPT制度化の状況

　基本的には高周波利用設備は個別設置許可が必要であ
るが、高周波出力が50W以下で通信を伴わないWPT機器に
ついては個別許可申請が不要になる。現在、市場に出回っ
ている携帯端末向けのワイヤレス充電器の多くはこの扱いに
なる。送電電力が50Wを超える3つのWPT機器（図3に示
す電気自動車（EV）用85kHz帯磁界結合型WPT、6.78MHz
帯磁界結合型WPT、400kHz帯電界結合型WPT）につい
ては、高周波利用設備の型式指定機器（電波法施行規則
第四十六条）として2016年に省令化された。総務大臣によ
り型式指定機器として指定を受ければ、どこでも利用でき
る（ただし電気自動車用WPTに関しては鉄道線路より5m
以上離す条件が課せられる）。これらのWPT機器の省令化
にあたっては、総務省の「電波有効利用の促進に関する
検討会」においてその必要性が議論され［6］、その結果を受
けて、2013年6月に総務省の電波利用環境委員会の中に

「ワイヤレス電力伝送作業班（以下、WPT作業班）」［7］にお
いて利用条件などについて議論された。具体的な検討内容
としては、①検討対象のWPT機器の技術的諸元の明確化、
②他の無線機器との周波数共用条件の検討、③放射妨害
波及び伝導妨害波に関する許容値の決定、④放射妨害波
及び伝導妨害波測定のための測定モデル・測定方法の明
確化、⑤電波防護指針への適合性確認などが挙げられる。
　一方、前述のWPT作業班は2020年10月に再開され［8］、
図3に示す一般用途向け100kHz帯磁界結合型WPT、ロボッ
ト用途向け500kHz帯及び6.78MHz帯電界結合型WPTの省
令化に向けた技術条件等の検討が始まった。図4に100kHz
帯磁界結合型WPTの利用シーン、図5に500kHz帯及び
6.78MHz帯電界結合型WPTの利用シーン［9］を各々示す。
100kHz帯磁界結合型WPTについては、現在、市場に出
回っている50W以下のスマートフォン充電などの用途に用い
られているWPT機器を300Wまで増力化し、PCや電動工
具などに適用しようというものであり、国際標準化団体で
あるワイヤレスパワーコンソーシアム（WPC）［10］が標準規格
化を検討しているものである。また、500kHz帯及び6.78MHz
帯電界結合型WPTについては、既に、個別申請による高
周波利用設備として工場内や産業用途などで数多く用いら

■図2．WPT方式による制度上の取扱い
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れているものであり、今後、更に利用数が増えることから
高周波利用設備として個別申請が不要になる型式指定等
による利用を目指すものである。現在、前回のWPT作業
班での議論と同様に、他の無線機器との周波数共用条件、
放射妨害波及び伝導妨害波に関する許容値及び測定モデ
ル・測定方法、電波防護指針への適合性などの検討が行
われており、業界としては2021年度中に省令化できること
を目標としている。

（2）無線設備としてのWPT制度化の状況

　前述のように、マイクロ波空間伝送型WPTに関しては現

状電波法上で利用できる明確なカテゴリーは無い。そこで、
BWF中心に、産業界として、以下の実用化シナリオを想定
した制度化検討を行っている［3, 6, 11］。
◦第1ステップ：2021年度の実用化が目標。屋内限定で人

体検知時には送電を止めるなど利用条件が限定される。
送電電力は数10Wクラスで、IoTセンサ・モバイル機器向
けが中心。この利用形態を図6に示す。

◦第2ステップ：2023年度の実用化を目指す。図6に示すよ
うに、屋内・屋外利用で第1ステップと送電電力や受電
対象機器は同じであるが、人体回避技術や他の無線シ
ステムとの共用化技術を確立することにより、人体や他
の無線システムが存在する環境においても同時にワイヤ
レス電力伝送を行う。

◦第3ステップ：2025年度以降の実用化を目指す。屋内・
屋外利用で、kWクラスの大電力化を行い、スマートモビ
リティ・ロボット・ドローン向けとして利用する。

　第1ステップに関しては、総務省の陸上無線通信委員会
の空間伝送型ワイヤレス電力伝送システム作業班（以下、
空間伝送WPT作業班）［3］において制度化に向けた技術的
条件が検討され、その結果は一部答申されている［4］。空間
伝送WPT作業班における技術条件の検討・調査のポイン
トは以下のとおりである。
◦利用周波数：空間伝送型WPT機器の利用ニーズを踏ま

え、利用周波数の検討を行う。
◦被干渉・与干渉システムの範囲：空間伝送型WPT機器

の利用周波数及び隣接周波数帯を使用する他の既存の
無線機器との共存のための検討を行う。

◦人体への安全性：空間伝送型WPT機器の運用形態、要
求条件等がある程度明確化した上で、人体への安全性
について検討を行う。人体への電波ばく露の基準になる
電波防護指針を遵守することが前提になる。

スポットライト

■図4．100kHz帯（LF帯）磁界結合WPTの利用シーン

■図5．500kHz帯及び6.78MHz帯電界結合WPT機器の利用シーン

■図6．マイクロ波帯空間伝送WPTの実用化シナリオ［12］

■図3．国内制度化において検討されている近接型WPT機器
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一部答申での報告書の中で、空間伝送型WPTの利用条件
として、BWFからは屋内利用で送電電力が数10W以下ク
ラスに限定し、利用周波数帯として920MHz帯、2.4GHz帯、
5.7GHz帯の3周波数帯を明示している。表1及び表2に、一
部答申での報告書で示された空間伝送型WPT機器（第1ス
テップ）の利用形態及び技術条件案を各々示す。さらに、
一部答申の中では、以下の点についても指摘している。
◦運用調整等の必要性：空間伝送型WPT機器の使用環境

を「WPT屋内設置環境」とし、そのうち、人の有無及
び他の無線機器の運用を含めて一元的に管理を要する

「WPT管理環境」とそれ以外の「WPT一般環境」を定
義し、管理を実施する。既存の無線機器等に与える影
響を回避・軽減し、設置環境に配慮した設置や周波数
の有効利用を図るために、既存の無線機器の運用調整
のための仕組みを構築する。

◦無線局としての管理の方向性：空間伝送型WPT機器に
ついては、上記のWPT管理環境や運用調整を前提とし、
これには電波防護指針への適合性の確認等を必要とす
ることから、免許を必要とする無線設備とすることが適
当である。

◦920MHz帯の「特定無線設備」及び無線従事者配置不
要について：920MHz帯を使用した空間伝送型WPT機
器の空中線電力1W以下となる送信装置に関しては、他
の無線機器を含めた周囲への影響と機器の操作に関して
はRFID機器と同等であることから、空間伝送型WPT
機器のできるだけ早い普及の推進と申請者設置免許人へ
の負担軽減等のために、RFID機器と同様に「特定無線
設備」としての取扱いとすること及び無線従事者の配置
を不要とすることが望まれる。

　この中で、運用調整については、「空間伝送型ワイヤレス

電力伝送システムの運用調整に関する検討会」［13］が2020年
12月から2021年5月にかけて開催され、「空間伝送型ワイヤ
レス電力伝送システムの運用調整に関する基本的な在り方」
が策定された。現在、これらの内容に基づく省令化の準備
が総務省で進められており、2021月10月ごろには省令化さ
れる見込みである。後述するが、マイクロ波空間伝送WPT
機器に対する世界最初の制度化になる。

2.2　ITU-Rでの国際協調議論の状況

　欧米などでは、WPT機器をISM（industrial, scientific 
and medical）機器やSRD（Short Range Devices）機器
と見なしてその法令を適用する例や、韓国のように大電力
WPT機器用の周波数帯を決めた例はあるものの、電波法
制度の中で明確にWPT機器というカテゴリーを設けた制
度化は我が国が世界最初になる。2016年の高周波利用整
備での省令化がそうであるし、2021年度に省令化予定の
無線設備としての扱いになるマイクロ波空間伝送型WPTも
世界最初と言える。一方で、国際電波法（RR：Radio 
Regulations）上では、まだWPT機器に対応する明確なカ
テゴリーは無い。しかし、WPT機器に対する利用周波数
や共用化検討に関する議論は国際電気通信連合 無線通信
部門（ITU-R）のSG1（周波数管理に関する研究委員会）
を中心に活発に行われている。ITU-R SG1では、WPT機
器をNON-BEAM WPT（磁界結合型、電界結合型など近
傍界領域におけるWPT）とBEAM WPT（マイクロ波空
間伝送WPTなど電波を意図的に放射させるもの）に分け
て議論を行っている。NON-BEAM WPTとBEAM WPT
の分類別に、ITU-Rで特にレポート化、勧告化に向けた
議論の最新動向を次にまとめる。

（1）NON-BEAM WPT

①レポートITU-R SM.2303-3［14］：NON-BEAM WPTに

■表1．一部答申で示された空間伝送型WPT機器（第1ステップ）
の利用形態

■表2．一部答申で示された空間伝送型WPT機器（第1ステップ）
の技術条件案
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して最初に完成したレポートであり、2015年、2017年、
2021年と三度の改訂が行われている。このレポートには、
NON-BEAM WPTに関する応用や標準化、各国の制度
化状況などがまとめられるとともに、我が国のWPT作業
班で行った他の無線機器との共用化の検討結果につい
ても掲載されている。

②レポートITU-R SM.2449［15］：NON-BEAM WPTの中で、
モバイル機器向けの磁界結合型WPTに関する他の無線
機器との共用検討の結果をまとめたものである。周波数
帯は100－148.5KHzがベースになっているが、現在、他
の周波数帯の利用についての検討を含めた改訂版の検
討が進められている。

③レポートITU-R SM.2451［16］：NON-BEAM WPTの中で、
電気自動車向けの磁界結合型WPTに関する他の無線機
器との共用検討の結果をまとめたものである。利用周波数
帯として、20kHz帯、60kHz帯、85kHz帯（79－90kHz）
が対象となっており、85kHz帯については我が国の省令
化において議論された検討結果が掲載されている。この
レポートについても、更なる共用検討の内容を含めるよ
うな改訂版の検討が進められている。

④勧告ITU-R SM.2110-1［17］：前述のレポートITU-R SM.2451
での共用検討の結果を受け、電気自動車用磁界結合WPT
方式に関する利用周波数のガイダンスとして勧告化され
たものである。周波数帯として、20kHz帯、60kHz帯、
85kHz帯（79－90kHz）がリストされているが、60kHz帯
は20kHz帯の3次高調波の放射妨害波のレベルを規定し
ているものであり、実質的に勧告する利用周波数は20kHz
帯と85kHz帯になる。

⑤勧告ITU-R SM.2129［18］：前述のレポートITU-R SM.2449
での共用検討結果を受け、主にモバイル機器向けの磁界
結合WPTに関する利用周波数のガイダンスとして勧告化
されたものである。周波数帯として、100～148.5kHz帯、
6.78MHz帯（79－90kHz）がリストされている。現在、
他の利用周波数帯の勧告化について、前述のレポート
ITU-R SM.2449の改訂作業と連携して進められている。

　なお、電気自動車用磁界結合WPTについては、2015年
11月に開催されたWRC-15（世界無線通信会議）において、
WRC-19における議題9.1.6（Urgent studies to consider and 
approve the Report of the Director of the Radiocommu-
nication Bureau）に設定された。このため、EV用WPT
に関しては、共用化検討や利用周波数の勧告化の議論が
2019年にかけて実施されたが、最終的に、EV用WPTを

考慮した国際電波法（RR）の改訂は不要との結論になり、
WRC-19へ報告された。

（2）BEAM WPT

①レポートITU-R SM.2392-2［19］：BEAM WPTに関しては、
2016年6月に、これまでWD（Working Document）とし
て維持してきたレポート案をアプリケーションに特化させた
レポートとして再構成することでReport ITU-R SM.2392
として発行された。2021年に改訂版が承認された。

②新レポートITU-R SM.［WPT.BEAM.IMPACTS］及び
新勧告ITU-R SM.［WPT.BEAM.FRQ］の検討：BEAM 
WPTの国際協調化のために、共用検討の方法論とその
結果などに特化した新レポートの策定と利用周波数の勧
告化の議論を行っている。新勧告の作業文書において、
利用周波数として915MHz帯、2.4GHz帯、5.7GHz帯な
どがリストされており、各周波数帯における他の無線機
器との共用検討の結果については新レポートに掲載され
ることになる。我が国の制度化議論において検討された
内容もこの新レポートに組み入れる方向である。2021年
6月時点で、この新レポート、新勧告の2つの作業文書は
Preliminary Draftに格上げされており、2020年のSG1
会合において承認される方向になっている。

　以上に説明したように、国際的には、磁界結合型、電
界結合型などNON-BEAM WPTに関する利用周波数の国
際協調のための議論についてはある程度の結果が出てお
り、一方で近年はBEAM WPT（マイクロ波空間伝送WPT）
に関する議論が活発化してきている。WRC-19に向けた検
討において、一旦は、WPTを考慮した国際電波法（RR）
の改訂は不要との結論になったが、今後、マイクロ波空間
伝送型WPTに対する注目が高まると考えられることと、マ
イクロ波空間伝送型WPTは意図的に電波を放射して電力
伝送を行うものであることから、RRの改訂議論は今後再
燃する可能性が高いと考えられる。

3．SIP第2期での取組み
　ここでは、WPT技術の実用化に向けた取組みとして、
内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の
第2期（2018年度～2022年度の5年間）の課題「IoE（Internet 
of Energy）社会のエネルギーシステム」のテーマ（C）「IoE
応用・実用化研究開発（WPT）」［20］での研究開発の状況
について紹介する。
　本課題のテーマ（C）では、世界一省エネで環境に優しく、

スポットライト
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世界一安全安心なSociety 5.0の実現に貢献するため、WPT
システムが有効かつ求められる現場を選択し、その関連す
る研究開発・実証を行い、実用化を推進し、世界市場獲
得を行うことを目的に、以下の3つのサブテーマによる研究
開発を進めてきた。

C-①：屋内給電（センサー、情報機器への無線給電・
充電）

C-②：ドローンへの給電
C-③：電気自動車への無線給電（連続走行可能な電気

自動車への給電・充電）
　各テーマの研究開発ポイント、達成目標、2020年度まで
の進捗状況等について以下で説明する。

3.1　屋内給電［21］

　前述のマイクロ波空間伝送型WPTでの実用化シナリオ
における第2ステップを実現するために必要な技術の研究
に取り組んでいる。具体的な取組み内容は、図7に示すと
おりであり、2024年実用化が目標、屋内・屋外利用、IoT
センサー・モバイル機器向けに数10Wクラスの送電を行う
ものである。人や同一周波数の他の無線機器の存在する
環境でも安全・安心に同時に利用可能とすることを世界最
初に実現しようとしている。達成目標、2020年度までの進
捗状況は以下のとおりである。
◆達成目標：

・人体検出及び人体回避技術、他システム検出及び与
干渉回避制御技術、マルチパスによる高効率化技術、
複数端末への同時伝送技術等の高度化達成。

・開発テーマ1「分散アンテナ協調ビーム制御方式」で
は、実証システムを開発し、端末への数百μWから数
ｍWの給電をWPT送電時間率50％にて実現。

・開発テーマ2「高度ビームフォーミング方式」では、
複数人に対する同時ヌルビームフォーミング法、複数受
電デバイスに向けたビームフォーミング法を確立し、実
証システムによるｍＷ～1Ｗ程度の給電、ＷＰＴ送電時
間効率50％を実現。

・両方式の認証試験のための必要な共通要素技術として、
OTA（On-The-Air）装置にて自動測定による実測評
価とシステム評価シミュレーションと組み合わせ、人体
ファントムの活用も含めてOTA評価検証方法を確立。

・WPT制御通信仕様をBluetoothプロファイルとして提案。
◆2020年度までの進捗状況：

・開発テーマ1「分散アンテナ協調ビーム制御方式」に

ついては、端末への0.5mW給電を送電機16台、受電
機1台で構成された実験システムで実証。

・開発テーマ2「高度ビームフォーミング方式」について
は、高度ビーム成形機能及び無線システム検出機能を
実験システムに実装し検証。また、人体検出・回避技
術及び干渉波到来方向推定、ヌル制御技術など要素
技術を開発。さらに、バックスキャッタ方式により、セ
ンサデータ取得機能を実装した被干渉波・人体検出、
マルチパス制御によるビームフォーミング機能モデルを
試作し、完了と室内での評価を実施。

・標準化提案に向けBluetoothプロファイルの仕様を検討

3.2　ドローンへの給電［22］

　送電線や発変電所など電力インフラの点検・巡視、災害
時の状況把握のために利用するドローンにおいて、駐機時
にワイヤレスによる充電を行うWPTシステムの実現を最初
のターゲットとして研究開発を進めている。図8にその利用
イメージを示す。85kHz帯を利用する磁界共振型WPTと
6.78MHz帯などを利用する電界結合型WPTを設置環境や
利用条件等で使い分けることを考えている。また、将来的
には、物流系など他分野への展開も目指す。達成目標、
2020年度までの進捗状況は以下のとおりである。
◆達成目標：

・受電電力750W以上、受電部重量1.4kg以下、システム
効率80%以上のドローンWPTシステムを実現。

・発熱対策、軽量化対策、低損失化、防水・堅牢化な
ど実用化に向けた装置の完成度を向上。

・電力設備インフラ巡視・点検用途を考慮した社会実装
に近い条件の実証試験を行い、WPTシステムの自動
充電制御の実用性能を確認。

◆2020年度までの進捗状況：

・電界結合方式に関しては、送受電電極をコンデンサで

■図7．SIP第2期での屋内給電WPTの研究開発の取組み内容
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模擬した擬似結合器による、電界結合での受電電力
360W給電に成功、効率75％を達成し、ドローンへ実
装。また、位置ずれ等による負荷変動へのロバスト性
を向上させた出力450W超のE級RFインバータを試作、
負荷短絡時のインバータ保護動作を確認。さらに、高
電力化に伴うドローン及び充電ポートからの漏洩電磁
界増加を抑制する構造の開発試作。

・磁界結合方式に関しては、ワイヤレス充電ポートにド
ローンが着陸し、受電電力360W以上にて充電後、正
常に離陸・飛行する機能の実証（受電機能重量2kg以
下、最大効率75%以上を達成）。また、耐候性・堅牢
性に優れたFRPを使用し、送電コイル等を内蔵するド
ローン駐機時ワイヤレス充電ポートの改良製作。更に、
実証用ドローンに、小型軽量の受電コイルを含めたワ
イヤレス受電装置と送電側との制御通信装置を搭載
し、動作を確認。

3.3　電気自動車への無線給電［23］

　本研究テーマでは、電気自動車への走行中給電の実現
を目指して研究開発を行ってきた。その第1世代の実用化
ターゲットは、準走行中給電（停車中WPTとの互換性あり）
として、タクシープール・交差点などでの利用に焦点を当て
ており、基本は85kHz帯を利用した磁界結合型WPTを用い
る。また、第2世代では、本格的走行中給電として、一般道
路や高速道路などへ展開し、13MHz帯など高周波数帯へ
の移行も技術ポイントとして考えている。しかし、第1世代
でも社会実装時期が2025年以降になってしまうとの理由に
より、2019年度末でSIP第2期としての研究開発テーマから
外れ、現在、他プロジェクトで研究開発を継続する予定に
なっている。以下、達成目標と2019年度までの成果につい
て説明する。
◆達成目標：

・WPTシステムの互換性、安全な利用のための金属異
物検知手法を確立する。

・高速走行対応WPTシステムとして、図9に示すような

走行試験車両によるテストコース実証試験を行い、
30kWクラス以上の給電、車両速度60km/hにおいて
電力伝送効率90%を達成する。

・社会実装に向けたシナリオを明確化し、その費用と効
果を定量化、ビジネスモデルの作成及びインフラ構築
の体制・計画を明確化する。

◆2019年度末での進捗状況：

・WPTシステムの互換性・金属異物検知に関しては、互
換性インタフェース設計手法の提案とその検証を行った。

・高速走行に対応したWPTシステムに関しては、走行中
給電が可能な試験車両及び送電・受電ユニットの試作
機の作製を完了した。低速度による送電実験などを
実施し、20kW給電、電力伝送効率92.5％を達成した。

・社会実装に向けたシナリオを明確化し、インフラ構築
のための費用の概算と効果の定量化を行い、経済的
に問題なく成立することを確認した。

　SIP第2期では前述の3つの研究テーマ以外に、WPTシ
ステムに寄与する高周波大電力デバイスとして、GaNによる
パワーエレクトロニクスデバイス、MHz帯及びマイクロ波帯
WPTの基本動作システムの研究開発を行っている［24］。また、
早期の社会実装に向け、関係する府省庁横断で規格・標
準の整備に向けた取組みも実施している。

4．ワイヤレス電力伝送の今後の取組み
　本稿は、新型コロナウィルスの第5波の真っただ中で作成
しており、できるだけ早く新型コロナウィルスよるいろいろ
な問題が解決され、元通りの安心で健康で平和に過ごせる
社会になっていることを心から祈っている次第である。最初
に述べたように、新型コロナウィルス蔓延による医療現場
でのWPTの利用価値は大きいと感じている。これ以外に
も、脱炭素社会への貢献もある。私たちは、WPT技術を

スポットライト

■図9．高速走行中給電の実証システムのイメージ

■図8．SIP第2期での駐機時ドローンWPTシステムの利用イメージ
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できるだけ早く実用化し、未来社会の安全・安心、健康、
強靭化、脱炭素化など環境負荷低減、利便性の更なる向
上などへ貢献したいと考えている。読者の皆様のご理解と
ご協力、実用化に向けた積極的な参画をぜひお願いしたい。
 （2021年4月27日　ITU-R研究会より）
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